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に対する現状や取組、各業界における取組などに
ついて意見をいただきました。

【当会からの報告】
▪司法試験受験者や法科大学院進学者が減少傾向
にある。近年、弁護士業界は人手不足で需要も
多い中、どのように法曹や弁護士の魅力を伝え、
志望者を増やすかが課題となっている。
▪司法修習修了生の進路に関して、判事補・検事
は女性の比率が半数近くに増えているのに対し
弁護士は約4分の1にとどまっている。また、
弁護士全体における女性割合は約20%である
が、企業内弁護士の女性割合は約41%となっ
ている。
　　弁護士を取り巻く不安としては、収入が安定
しない、就業時間が決まっておらず有給休暇な
どが整備されていない、会費や公益活動等の負
担などが挙げられるところ、日弁連の実態調査
において、収入や労働時間において男女差があ
り、受任経路や顧問先についても男性優位の結
果が示されている。企業内弁護士の女性比率が
高いのも収入や労働条件に対する不安の裏返し
とも考えられる。
▪当会としては、法曹・魅力の発信として、高校
生や大学生等を対象としたイベント等を開催す
るほか、法教育を通じて小・中・高校生に対し
ても身近に感じてもらうようにしている。
▪また、会員へのサポート等に関しては、当会の
会費・公益活動の免除制度や支給制度などを設
けており、それ以外にもメンター制度や女性会
員昼食会、ファミリー・フレンドリー・アワー
ドなどの取組を行っている。

【意見の意見・感想】
⃝�税理士業界でも志願者が減っているが、税理
士会任せではなく、事務所ごとに工夫をしな
がら仕事を増やしたり、次世代に引き継げる
魅力的な仕事の形を作っていったりすること
を考えている。
⃝�女性学生が4割を超える法科大学院もあると
の記事を見たことがあり、そうしたことが伝
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まず担当副会長の大森啓子から司法試験の受験
者等の推移、任官・任検・新規弁護士登録や組織
内弁護士における女性比率、弁護士を取り巻く現
状、当会の取組について報告した後、委員から、
法曹・弁護士志望者を増やすための方策や弁護士
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　第二東京弁護士会では、会の運営に市民の意見を
広く反映させるため、第二東京弁護士会市民会議を
設置しています。市民会議は、弁護士でない委員10
名程度で構成され（会規上は 20 名以内）、毎年 3 回
程度会議を開催して、意見交換を行っています。　
　2023 年 7 月 10 日、当年度第 1 回市民会議が開催
されました。市民会議の委員 8 名（そのうち 1 名は
ウエブ出席）にご出席いただき、貴重な意見をいた
だきました。
　今回のテーマは、①法曹志望者・弁護士（特に女性）
増加のための実状と課題、② SNS を利用した広報、
の二つでした。
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市民会議報告

【委員の意見・感想】
▪広報は、「何を使うか」よりも「誰に向けて」
行うかが重要なのではないか。また、広報の
手段はインターネットに限られないため、法
学部を受験する高校生に向けて弁護士の話を
したり、法曹志望者に二弁として支援をした
りするなど、他の弁護士会が行っておらず、
志望者をひきつける手段も考えられるのでは
ないか。また、インスタグラムはただ動画を
投稿すればフォロワーが増えるというもので
はなく運用にかける手間や労力が必要であ
り、プロの力を借りないと厳しい面がある。
広報のプラットフォームを増やすよりも、魅
力のあるコンテンツを増やしてゆくことが重
要ではないか。
▪SNSはファンを増やすのが重要であるため、
リツイートキャンペーンや、第二東京弁護士
会のX（旧Twitter）で、個別の弁護士では
出しづらい情報を発信して、弁護士という仕
事が興味深いものであることを若い人に伝え
てゆくのがよいのではないか。また、プロの
意見を聴いて何か月か試してみるといった方
法もありうると思う。
▪ホームページは広く一般に向けたものである
ため、ターゲットを絞ることが難しいと思う
ので、色々な企画を発信してみてはどうか。
▪法科大学院生に対して、受験前から合格後ま
でのサポート内容を明らかにして、どのくら
い寄り添って支援をしているのかが明らかに
なると、司法試験合格後、第二東京弁護士会
に入会するモチベーションが上がるのではな
いか。

【まとめ】
今回の二つのテーマは、どちらも法曹志望者数
の減少という問題に関連するものであり、弁護士
以外の視点からのアドバイスはとても貴重なもの
でした。今回いただいた内容を踏まえ、さらに法
曹の魅力をPRしたいと思います。�

播していけばよいのではと思う。他方で、法
科大学院の教員の女性比率が低く、まずは教
員から女性を増やしていく必要があるように
思う。

⃝�福祉業界でも人手が足らない。また、女性割
合が多く男性が少ないという特徴がある。高
校生等に仕事の魅力を伝える活動などは行っ
ているが、親が福祉の仕事をしていて、親の
背中を見て志望する人が多い。そうした身近
なところから取り組むことも大事だと思う。

⃝�弁理士業界でも受験者数は減っているが、女
性については増えている。弁理士は、弁護士
と比較すると対人の仕事が多くなく、技術内
容についての書面をまとめることなどが多い
ため、時間を自分で調節することが可能で、
育児中でも仕事がしやすいといったことがあ
るように思う。弁護士も様々な業務があると
思われ、業務を細分化しながらアプローチし
ていくことも大切ではないかと思う。

⃝�女性割合や収入など様々なデータを積極的に
外に出していくといいのではないか。

⃝�大学生の就職活動が早期化しているため、弁
護士という選択肢を大学生に提示するのであ
れば、早めに行う必要がある。また親の財政
力が全体的に下がっている状況でもあるた
め、併せて奨学金制度などについても提示す
る必要があるように思う。

2  SNSを利用した広報について
　

【当会からの報告】
続いて、法曹の魅力をPRし、法曹志望者数の
増加と当会の入会者数を増やすという当年度の広
報の目標、メインターゲット（中高生、大学生、
司法修習生）について説明をした上、当会ホーム
ページやX（旧Twitter）、Niben通信、他会の広
報の状況等、実際の広報内容を紹介しました。そ
して、法曹の魅力を伝えるために、どのような広
報が効果的であるか、といった点についてご意見
をいただきました。


